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第 ０ ７ － １ ２ ４ 号  
２００７年１０月３１日 

 

平成２０年３月期 中間決算について 
 

ＡＮＡグループでは、本日１０月３１日（水）、平成２０年３月期中間決算の概況を取りまとめまし

た。詳細は別添の「中間決算短信」をご参照ください。 
 
１．平成１９年９月中間期の連結業績 
（１）連結経営成績 
①概況 
・ 国際線旅客において、ビジネス需要を中心とした個人需要が堅調に推移し、大幅な
増収となりました。ホテル事業セグメントの売上高が減少要因となっていますが、航

空運送事業の売上高向上により、過去最高の営業収入を確保しました。 
・ 原油市況の高騰を受けて、燃油費は前年同期比約２０５億円の増となりましたが、そ
の他コストの抑制に努めた結果、営業費用は１２０億円の増となりました。 

ホテル事業資産の譲渡益を特別利益に計上した結果、当期純利益は過去最高の１，０５５

億円となりました。 
                                                      単位：億円（億円未満は切り捨て） 

【連結経営成績】 平成１９年９月中間期 平成１８年９月中間期 増減 前年 
同期比(%) 

営 業 収 入 ７，６３２ ７，５２８ １０４ １０１．４ 
営 業 費 用 ６，９６１ ６，８４０ １２０ １０１．８ 
営 業 利 益 ６７０ ６８７ ▲ １６ ９７．５ 
営 業 外 損 益 ▲  １０３ ▲  １０７ ４ ―― 
経 常 利 益 ５６７ ５７９ ▲ １２ ９７．９ 
特 別 損 益 １，１２０ ▲   １１ １，１３１  ―― 
当 期 純 利 益 １，０５５ ３３２ ７２２  ３１６．９ 

 

単位：億円（億円未満は切り捨て） 

平成１９年９月中間期 平成１８年９月中間期 増減 
【セグメント情報】 

売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 
航 空 運 送 事 業 ６，６６１ ６２７ ６，２９３ ６０７ ３６８ ２０ 
旅 行 事 業 １，１３９ １８ １，０９０ ２４ ４８ ▲ ５  

ホ テ ル 事 業 － － ３３４ ３１ ▲３３４ ▲３１ 
そ の 他 の 事 業 ９７３ ２５ ９９５ ２３ ▲ ２１ １ 

※連結子会社８２社  持分法適用非連結子会社５社 持分法適用関連会社１８社 
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②国内線旅客事業 
・ より一層の競争激化により期前半は旅客数が伸び悩みましたが、「旅割」運賃の機
動的な設定や「NIPPON 2 キャンペーン」など、需要喚起ならびに競争力強化に向け
た各種施策が奏功し、期後半は旅客数が持ち直しました。 
・ スターフライヤーとのコードシェアを開始し、ネットワークの拡充・利便性の向上に努
めました。 

以上の結果、旅客数は前年同期実績をやや下回りましたが、４月の運賃改定および需要動

向に応じた適切な座席配分により旅客単価が向上し、収入は前年同期実績を上回りました。 

（売上高の億円未満は切り捨て） 

【国内線旅客事業】 平成１９年９月中間期 平成１８年９月中間期 増減 前年 
同期比(%) 

売上高（億円） ３，８１２ ３，７２９ ８２ １０２．２ 
旅客数（千人） ２３，０３６ ２３，３９３ ▲３５７ ９８．５ 
座席キロ（百万座席キロ） ３１，７００ ３１，４６０ ２４０ １００．８ 
旅客キロ（百万人キロ） ２０，１６８ ２０，４７１ ▲３０３ ９８．５ 
利用率（％） ６３．６ ６５．１ ▲１．５ － 

 

③国際線旅客事業  
・ 引き続き旺盛なビジネス渡航需要に支えられ、旅客数は上半期を通じて好調に推移
しました。 
・ 中国線では成田＝広州線を増便した他、中部＝上海線等で機材の小型化による需
給適合を進めました。また、成田＝ロンドン線に燃費効率のよいボーイング７７７－３

００ＥＲ型機の投入を開始し、一層の収益力強化に努めました。 
・ 成田＝ムンバイ線を全席ビジネスクラス仕様の「ANA BusinessJet」（ボーイング 
７３７－７００ＥＲ型機）で開設し、急成長している日本～インド間のビジネス需要の取

り込みを図りました。 

以上の結果、ビジネス旅客の着実な取り込みにより、旅客数および旅客単価が向上し、収

入は前年同期実績を大きく上回りました。 

（売上高の億円未満は切り捨て） 

【国際線旅客事業】 平成１９年９月中間期 平成１８年９月中間期 増減 前年 
同期比(%) 

売上高（億円） １，６２１ １，３８２ ２３８ １１７．３ 
旅客数（千人） ２，４２５ ２，２３９ １８５ １０８．３ 
座席キロ（百万座席キロ） １４，１１３ １２，８３９ １，２７４ １０９．９ 
旅客キロ（百万人キロ） １０，７６４ ９，９９６ ７６８ １０７．７ 
利用率（％） ７６．３ ７７．９ ▲１．６ － 

 



                        

 3

④貨物事業 
・ 国内線は、競争が激化する中でも輸送量は前年同期実績を上回り、収入はほぼ前
年同期並みの実績を確保しました。 
・ 国際線は、米国 ABX Air社への委託運航開始により、貨物専用機が自社保有４機と
あわせて合計６機体制となってネットワークが充実したこともあり、輸送重量、収入と

も前年同期実績を上回りました。 

（売上高の億円未満は切り捨て） 

【貨物事業】 平成１９年９月 
中間期 

平成１８年９月 
中間期 増減 前年 

同期比(%) 
売上高（億円） １５０ １５１ ０ ９９．５ 
輸送重量（千トン） ２２５ ２２４ ２ １００．８ 国内線 
輸送量（百万トンキロ） ２１７ ２１６ 1 １００．３ 
売上高（億円） ３４２ ２８５ ５７ １２０．０ 
輸送重量（千トン） １５９ １２８ ３１ １２４．３ 国際線 
輸送量（百万トンキロ） ７７８ ５７７ ２００ １３４．７ 

 
（２）連結財政状態 

・ ホテル事業資産の譲渡による資金の回収により流動資産が増加し、総資産は前期
末から９１７億円増加しました。 

・ 引き続き財務体質の改善に努め、有利子負債は前期末から９３２億円圧縮しまし
た。 
・ 自己資本は、５，０４１億円となり、自己資本比率は２９．８％となりました。また、Ｄ／
Ｅレシオが１．３倍に改善しました。 

（億円未満は切り捨て） 

【連結財政状態】 平成１９年９月中間期 平成１９年３月期 増減 

総資産（億円） １６，９３８ １６，０２０ ９１７ 
自己資本（億円）  （注１） ５，０４１ ３，９８２ １，０５９ 
自己資本比率（％） ２９．８ ２４．９ ４．９ 
有利子負債残高（億円） （注２） ６，５６１ ７，４９４ ▲９３２ 
Ｄ／Ｅレシオ（倍） （注３） １．３ １．９ ▲０．６ 

注１：自己資本は純資産合計から少数株主持分を控除しています。 

注２：有利子負債残高にはオフバランスリース負債は含みません。 

注３：D／E レシオ＝有利子負債残高÷自己資本 
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（３）連結キャッシュ・フローなどの状況 
・ 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益１，６８７億円に減価
償却費や営業活動にかかわる債権債務の加減算を行った結果、１，１１５億円となり

ました。 
・ 投資活動によるキャッシュ・フローは、航空機への投資などもありましたが、ホテル事
業資産譲渡による収入が大きく、１，３０２億円の収入となりました。 
・ 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金返済や社債償還などにより、１，０１６
億円の支出となりました。 

単位：億円（億円未満は切り捨て） 

【連結キャッシュ・フローなど】 平成１９年９月中間期 平成１８年９月中間期 

営業活動によるキャッシュ・フロー １，１１５ １，１３８ 

投資活動によるキャッシュ・フロー １，３０２ ▲  ３５５ 

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲１，０１６ ▲  ８３８ 

現金および現金同等物期末残高 ３，１２６ ２，３７１ 

減価償却費 ４６４ ４１６ 

 
 
２．通期の見通し 

２００７年４月２７日に公表しました連結業績予想について、現時点での変更はありません。 

単位：億円（億円未満は切り捨て） 

【平成２０年３月期見通し】 業績予想 前年実績 
（平成１９年３月期） 増減 

営 業 収 入 １４，９００ １４，８９６ ４ 
営 業 利 益 ７９０ ９２１ ▲１３１ 
経 常 利 益 ４６０ ６２５ ▲１６５ 
当 期 純 利 益 ６４０ ３２６ ３１４ 

 

以 上 


